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はじめに

　カーボンニュートラルの実現に向けて，CO 2排出量
の削減は喫緊の課題であり，排出源対策と並行して
CO 2を回収し，利用あるいは貯留または固定化する技
術の重要性が高まっている 

1, 2）。CO 2分離回収，資源化，
固定化は，それぞれ独立した技術分野として研究開発
が進められてきたが，近年では排出源から最終的な処
理・利用に至る一連の技術チェーンとして統合的に捉
える必要性が認識されつつある。分離回収時の条件
（CO 2濃度，回収率，不純物成分など）は下流技術の
成立性を左右し，資源化と固定化は適用条件や役割に
応じて選択されるべき技術である。
　本特集では，CO 2分離回収，資源化，固定化に関す
る最新の技術動向を，それぞれの専門的観点から紹介
する。本稿では総論として，これらの技術をつなぐ全
体構造を俯瞰し，各技術の現状と課題，さらに研究開
発から社会実装へとつなぐ枠組みについて整理する。

CO 2分離回収・資源化・固定化技術をつなぐ全体構造

　CO 2分離回収・資源化・固定化技術は，それぞれ独
立した技術分野として議論されることも多いが，実際

には排出源から最終的な処理・利用に至る一連の技術
チェーンとして捉える必要がある。特に分離回収技術
はこのチェーンの最上流に位置し，その後段に接続さ
れる資源化や固定化技術の成立性や経済性に大きな影
響を与える。
　また，資源化と固定化は，求められる CO 2の純度，
供給形態（連続・変動），立地条件が異なるため，分離
回収条件と下流プロセスの整合を意識した設計が重要
となる。
　日本におけるCO 2排出源を濃度別に見ると，高濃度
から低濃度まで多様な排出源が存在しており（図 1），
排出源条件に応じて適用可能な分離回収技術やそのコ
スト構造は大きく異なる。一般に，低濃度域になるほ
ど分離回収に要するエネルギーやコストは増大し，分
離回収技術としての実現可能性（feasibility）が成立す
るための条件は一層厳しくなる。高濃度かつ大規模な
集中排出源を対象とする分離回収技術については，す
でに商用化あるいは実証段階に達しているものも多
い。一方で，低濃度あるいは分散した排出源を対象と
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図 1　日本における CO 2排出源の濃度別分類と排出量の分布
（2023年）
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する分離回収は，現状では技術的・経済的な制約が大
きく，今後の技術開発がカーボンニュートラル実現に
向けた重要な課題として位置付けられる。
　分離回収技術の成立性を考える上では，排出源の規
模や立地条件も重要な要素となる。大規模な集中排出
源では，スケールメリットを活かした分離回収や下流
プロセスとの統合が検討しやすい一方，中小規模ある
いは分散した排出源では，装置のコンパクト化や運用
の柔軟性が求められる。
　さらに，分離回収されたCO 2を資源化あるいは固定
化につなぐためには，回収地点と利用・貯留地点との
空間的な隔たりをどのように扱うかという問題も避け
て通れない。CO 2の輸送を含めたシステム設計は，技
術選択や経済性，さらには社会実装の可能性に大きく
影響するため，分離回収技術単独ではなく，排出源か
ら最終利用・貯留に至る技術チェーン全体の中で検討
される必要がある。
　例えば，地中貯留（CCS）を想定した場合，輸送お
よび圧入を行うために，分離・回収したCO 2は脱水な
どの前処理を施した上で，一般に高い純度（おおむね
95%以上）に調整され，圧縮・加圧された状態で一時
的に貯蔵・輸送される。圧入前のCO 2は，輸送方式や
貯留条件に応じて数MPa以上の圧力に保持されるこ
とが多く，温度についても環境条件や圧縮工程を反映
した状態に調整される。これらの条件設定は，輸送の
安全性や圧入操作の成立性に直結するため，分離回収
段階での不純物管理やプロセス設計が下流の固定化プ
ロセスと密接に関係する。
　一方，資源化（CCU）を想定する場合には，後段の
化学プロセスとの接続を考慮し，比較的高濃度の CO 2

供給が想定されることが多い。例えば，合成反応や触
媒反応への導入を前提とした場合，CO 2は反応器入口
で一定以上の濃度や分圧を有することが望ましいとさ
れる場合が多く，分離回収段階での濃縮が前提条件と
して議論されることも少なくない。
　ただし，資源化プロセスにおいて必要とされる CO 2

の濃度や純度は，反応系やプロセス構成，エネルギー
供給条件に強く依存しており，必ずしも分離回収段階
での高純度化が最適解となるとは限らない 

3）。分離回

収，反応，エネルギー供給を含めたプロセス全体の最
適化を通じて，CO 2濃度や供給条件を決定する視点が
重要となる。
　このように，CO 2分離回収・資源化・固定化技術は
個別に最適化すべき技術であると同時に，相互に制約
条件を与え合う技術群でもある（図 2）。カーボン
ニュートラルの実現に向けては，個々の技術開発を進
めるだけでなく，排出源条件，分離回収，輸送，利用・
固定化を一体として捉えた統合的な視点が不可欠と
なっている。

CO 2分離回収技術の現状と課題

　CO 2分離回収技術には，化学吸収法，物理吸収法，
吸着法，膜分離法など，原理の異なる複数の方式が存
在する。これらの技術は，対象とする排出源のCO 2濃
度，ガス量，圧力条件，夾雑成分の有無などに応じて
適用可能性や性能が大きく異なる。そのため，分離回
収技術は単一の方式で広範な排出源条件に対応できる
ものではなく，排出源特性に応じた技術選択が前提と
なる。
　高濃度かつ大規模な集中排出源を対象とする分離回
収については，化学吸収法を中心に，すでに商用化あ
るいは実証段階に達している技術も多い。一方，低濃
度あるいは分散した排出源を対象とする場合には，い
ずれの方式においてもエネルギー消費やコスト，装置
規模，運転の安定性といった点で制約が大きく，分離
回収プロセス全体としての実現可能性が厳しくなる。
特に低濃度域では，分離に要する駆動力が小さくなる
ため，分離効率の低下や装置規模の増大が避けられ

図 2　CO 2排出源～分離回収，資源化/固定化への技術チェーンの
概念図
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ず，技術的・経済的課題が顕在化しやすい。
　分離回収技術の実用化を考える上では，コストおよ
びエネルギー消費が重要な制約条件となる。日本にお
いては，火力発電や産業排ガスなどの高濃度排出源を
対象とした化学吸収法を想定した場合，分離コストは
おおむね 2000～6000円/t-CO 2程度，また分離に要する
エネルギーは約 2～4 GJ/t-CO 2と整理されている。こ
れらの値は排出源条件やプロセス設計によって変動す
るものの，2030年頃を目標として，分離コスト約 2000

円/t-CO 2，分離エネルギー約 2 GJ/t-CO 2程度の水準が，
政策的な目標として掲げられている 

4）。
　また，分離回収技術の性能や成立性は，分離操作そ
のものだけでなく，前後段のプロセス設計や運転条件
にも強く依存する。このため近年では，単一の分離回
収技術で対応するのではなく，複数の分離回収技術を
組み合わせたハイブリッド型システムの検討も進めら
れている。例えば，前処理によるCO 2濃縮と高効率分
離技術を組み合わせることで，全体としてのエネル
ギー消費やコスト低減を図るアプローチが報告されて
いる 

5）。このようなハイブリッド化は，排出源条件に応
じた柔軟な技術選択を可能とする一方で，構成が複雑
化するため，今後はシステム全体での評価や最適化が
より重要になる。
　このように，CO 2分離回収技術は，対象とする排出
源条件や導入形態によって適用可能性が大きく異なる
技術群である。今後は，個別技術の性能向上に加え，
排出源特性を踏まえた技術選択とシステム全体の最適
化を通じて，分離回収技術の実装可能性を高めていく
ことが求められる。

分離回収したCO 2の資源化技術の展開

　分離回収された CO 2は，その後の利用形態に応じ
て，様々な資源化技術へと展開される。CO 2資源化は，
炭素を循環利用する手段として注目されており，生成
物や反応経路の違いにより，複数の技術領域に整理す
ることができる。
　CO 2の資源化技術は，大別すると燃料化，基礎化学
品，機能性化学品の 3つの経路に分類される（表 1）。
燃料化では，再生可能エネルギー由来の水素を用いて

CO 2を還元し，合成燃料やメタノールなどを製造する
経路が検討されている。潜在的な規模は大きいもの
の，水素およびエネルギー供給への依存度が高く，導
入条件は厳しい。
　基礎化学品への展開では，メタノールや尿素，有機
カーボネート類など，既存の化学産業と親和性の高い
製品が対象となる。これらの経路は比較的技術成熟度
が高く，既存プロセスへの組み込みが可能である一
方，CO 2消費量としては全排出量に対する寄与が限定
的である。
　一方，機能性化学品では，CO 2を分子中に取り込ん
だ高分子材料や溶媒など，高付加価値用途を中心とし
た展開が進められている。CO 2消費量は小さいもの
の，水素使用量を抑えられる反応経路も多く，用途限
定の市場から段階的な導入が進む可能性がある。
　本稿では，分離回収されたCO 2の利用について，社
会実装との関係が比較的明確な経路を中心に整理し
た。いずれの資源化経路においても，分離回収された
CO 2の純度や供給量，立地条件，さらには水素やエネ
ルギー供給との関係が技術成立性を左右する重要な要
因となる。CO 2資源化は単独で大規模な排出削減を担
うものではないが，適用条件に応じて選択的に導入す
ることで，炭素循環の一翼を担う技術としての役割が
期待されている。

CO 2固定化技術の現状と課題

　CO 2固定化技術は，分離回収されたCO 2を地中に貯

表1　分離回収したCO 2の主な資源化技術とその特徴（代表例）

利用区分 主な生成物例 反応経路・
特徴

技術成熟度
規模感

主な制約・
留意点

燃料化 メタン・メタ
ノール，合成
燃料（SAF等）

水素還元（合
成ガス経由な
ど）

実証段階～一
部実用化検
討；潜在規模
は大

水素・電力需
要大；再エネ
供給に依存

基礎化学
品

メタノール，
尿 素，有 機
カーボネート，
ギ酸

既存化学プロ
セスとの親和
性が高い

成熟度は比較
的高い；規模
は限定的

経済性は水素
価格に依存；
排出削減寄与
は限定的

機能性化
学品

ポリカーボ
ネート，ポリ
ウレタン原
料，環状カー
ボネート

分子内導入
（高付加価値
用途）

一部実用化～
開発段階；小
規模市場中心

用途限定・市
場規模小；規
格・認証整備
が課題
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留したり，鉱物やコンクリート中に固定化すること
で，大気中への再放出を抑制し，長期的に管理するこ
とを目的とした技術である。資源化とは異なる目的と
スケールを担うCO 2対策の重要な選択肢の 1つとして
位置付けられており，特に大規模な排出削減を必要と
する場面において，その役割が期待されている 

1, 2）。
　固定化技術の中核をなす手法として，地中貯留
（CCS）が挙げられる。CCSは，分離・回収した CO 2

を圧縮・輸送し，地下の適切な地層に圧入・貯留する
技術であり，北米や欧州を中心に実用化や商用規模で
の運用が進められている 

1, 2, 6）。国際的には一定の技術
成熟度に達していると評価されている一方で，その成
立性は地質条件や貯留可能量，輸送インフラの有無と
いった立地条件に強く依存する。
　資源化と固定化は，それぞれ技術成熟度や適用条
件，担う役割が異なるため，排出源条件や立地特性，
利用可能な用途に応じて役割分担されることが，CO 2

対策全体の実効性を高める上で重要となる。また，
CCSの導入にあたっては，CO 2の長期的な挙動を把握
するためのモニタリングや安全性評価，規制・制度面
の整備，さらには社会的受容性の確保といった，技術
以外の要素も重要な検討事項となる 

1, 6）。このため，
CCSは「どこでも適用可能な汎用技術」というよりも，
適地を前提として成立する固定化技術として捉える必
要がある。
　一方，鉱物化は，CO 2を炭酸塩などの鉱物として化
学的に安定な形に固定化する手法であり，長期的な隔
離という観点では高い確実性を有する 

7）。建設材料や
副産物の有効利用と組み合わせた研究開発も進められ
ているが，反応速度や処理量，コストの面で課題が残
されており，現時点では大規模固定化への展開には技
術的な制約が大きい 

7, 8）。
　固定化技術の適用にあたっては，貯留・固定化手法
そのものの選択に加え，排出源の規模や立地条件，回
収地点からの輸送距離，周辺環境との関係などを総合
的に考慮する必要がある。CO 2固定化は単独で完結す
る技術ではなく，分離回収や輸送を含む技術チェーン
の一部として設計されるべきものであり，排出源条件
や地域特性に応じた適切な技術選択が，実効性のある

CO 2対策を構築する上で重要となる 
1, 2）。

研究開発を支える連携枠組みと 
社会実装に向けた取り組み

　CO 2分離回収・資源化・固定化技術は，従来大気中
に排出されていたCO 2を回収し，処理・利用すること
を前提とするため，追加的なコストやエネルギー投入
を不可避的に伴う。このため，分離回収から利用・固
定化に至る一連のプロセスを通じて，どのような技術
構成や運用条件が成立し得るのかを，システム全体と
して検討する視点が不可欠となる。その結果として，
研究開発と社会実装をつなぐ枠組みの構築が，CO 2対
策を現実的に進めていく上で重要となる 

1, 2）。
　ここでいう枠組みは，特定の技術や個別プロジェク
トを指すものではなく，研究開発や実証を支える制度
的枠組みに加え，エネルギー供給条件や水素価格，補
助金，カーボンプライシング，クレジット制度といっ
た経済・政策条件を含めた環境全体を意味する。これ
らの条件がどのように組み合わさるかによって，技術
選択や導入規模の合理性が左右される 

1, 2）。
　我が国および欧州における CO 2分離回収・資源化・
固定化分野の主な研究開発・社会実装支援の枠組み
を，表 2に示す。欧州側の制度については，European 

Commissionが公表する Innovation Fundおよび Horizon 

Europeの情報を参照されたい 
9, 10）。

　我が国では，グリーンイノベーション基金（GI基
金）を中心に，CO 2分離回収や CCUS関連技術を対象

表 2　CO 2分離回収・資源化・固定化に関する主な研究開発・
社会実装支援の枠組み
枠組み・ 

プログラム 主体・地域 主な対象 特徴・位置付け

グリーンイノ
ベーション基
金（GI基金）

日本（METI/
NEDO）

分離回収，
CCUS， 資
源化等

研究開発から実証段階ま
でを一体的に支援する国
内最大規模の研究開発支
援枠組み

先進的 CCS支
援事業

日本  

（JOGMEC）
固定化
（CCS）

事業化を見据えた CCSプ
ロジェクトの実証・導入
を支援する制度

Innovation Fund EU CCUS全般 実証から社会実装までを
対象とした大規模導入支
援制度

Horizon Europe

（CCUS関連）
EU 分離回収，

固定化
研究開発から実証までを
一体的に支援する欧州の
研究開発プログラム
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とした研究開発支援が進められている。これらの取り
組みは，材料・プロセス開発からシステム評価に至る
幅広い研究開発を支援し，将来の社会実装に向けた技
術的選択肢を拡充する役割を担っている。また，固定
化技術については，JOGMECによる先進的 CCS支援
事業を通じて，事業化を見据えた実証や導入支援が行
われており，研究開発段階から社会実装段階への橋渡
しを意識した枠組みが整備されつつある 

4, 11）。
　一方，欧州では，研究開発から実証，社会実装に至
るまでを一体的に支援する制度設計が進められてお
り，CO 2分離回収・固定化技術の導入が産業活動と結
び付きつつある。Innovation Fundや Horizon Europeの
枠組みの下では，複数の排出源を束ね，回収・輸送・
貯留を含む CCSバリューチェーン全体を制度的に設
計・実装する取り組みが進められている。ノルウェー
における LONGSHIPプロジェクトは，その一例であ
り，国家主導でバリューチェーン全体を構築する枠組
みとして位置付けられる 

12）。
　このように，CO 2分離回収・資源化・固定化技術の
社会実装は，個別技術の性能や成熟度のみで決まるも
のではない。技術開発や実証を支える制度的枠組み
と，エネルギー価格や炭素価格を含む経済・政策条件
とが相互に影響し合う中で，どの技術構成が合理的に
成立し得るのかが判断される。排出源条件や地域特性
に応じて，全体最適の観点から技術選択と導入を進め
ていくことが，実効性のあるCO 2対策を構築する上で
重要となる 

1, 2）。

おわりに

　本稿では，CO 2分離回収・資源化・固定化技術を，
排出源から最終的な処理・利用に至る一連の技術
チェーンとして捉え，その全体構造と各技術の役割，
ならびに相互の関係性を概観した。分離回収技術は排
出源条件に強く依存し，資源化と固定化はそれぞれ異
なる目的と制約を有することから，単一の技術によっ
て包括的な解決を図ることは容易ではない。
　2050年カーボンニュートラルの実現に向けては，こ
うした技術的制約や経済的条件を直視した上で，排出

源条件や地域特性に応じた現実的な技術選択を行うこ
とが不可欠である。分離回収，輸送，利用・固定化を
含むシステム全体としての最適化や，研究開発から実
証，社会実装へと技術を橋渡しする枠組みの整備は，
その前提条件となる。
　CO 2分離回収・資源化・固定化技術は，いずれも万
能な解決策ではないが，条件が整えば意味のある選択
肢となり得る技術群である。本稿で示した全体構造や
考え方は，個々の技術を評価・選択する際の 1つの視
点を提供するものである。本特集では，分離回収，資
源化，固定化の各分野について，より専門的な立場か
らの解説がなされており，これらの記事と併せて読む
ことで，CO 2対策技術の現状と課題を多面的に理解す
る一助となることを期待したい。カーボンニュートラ
ルは本当に実現可能なのかという問いに対して，楽観
論や悲観論に陥ることなく，技術と社会の両面から現
実的に考えるための材料を提供できれば幸いである。
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